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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 34,097 ― 1,833 ― 2,396 ― 1,496 ―

20年3月期第1四半期 33,847 23.2 2,206 42.1 2,793 33.8 1,768 33.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 7.90 7.86
20年3月期第1四半期 9.10 9.05

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 250,681 127,183 49.0 657.40
20年3月期 240,392 124,712 50.1 629.78

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  122,894百万円 20年3月期  120,443百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 5.00 ― 5.00 10.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 68,500 ― 3,700 ― 4,100 ― 2,200 ― 11.77
通期 138,000 0.2 8,000 △5.4 8,300 △9.7 4,500 △14.0 24.07

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、4ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、4ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

（業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  195,936,231株 20年3月期  195,936,231株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  8,995,886株 20年3月期  4,690,909株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  189,374,538株 20年3月期第1四半期  194,464,803株



【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融不安や世界

経済の減速懸念、原油・素材価格の高騰等により、先行きは不透明な状況となっております。 

 このような情勢のもとで、当社グループは、物流事業では配送センター業務の強化を図る一方、不動産事業で

は、賃料水準の向上に努めるとともに、大阪市西区の商業用建物の建設を進めるなど、積極的な事業活動を展開し

てまいりました。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間は、営業収益は340億9千7百万円とほぼ前年同期並みとなりましたが、新

規施設稼働に伴う一時税金や減価償却費の発生等により、営業利益は18億3千3百万円と前年同期比16.9％の減益、

経常利益も23億9千6百万円と前年同期比14.2％の減益となりました。四半期純利益は、前年同期に計上した投資有

価証券売却益がなかったこと等により、14億9千6百万円と前年同期比15.4％の減益となりました。 

  

  事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①物流事業 

 倉庫収入は、前連結会計年度に稼働した新規施設の寄与等があり、48億8千1百万円（前年同期比3.3％増）と

なりました。港湾運送収入は、コンテナ荷捌が中国、北米航路の取扱いを中心に堅調に推移したこと等から、96

億3千9百万円（前年同期比4.7％増）となりました。国際輸送収入は、プロジェクト貨物の取扱いが低調であっ

たこと等から、73億4千3百万円（前年同期比6.9％減）となりました。陸上運送ほか収入は、前連結会計年度に

稼働した新規施設の寄与等があり、97億2千2百万円（前年同期比2.1％増）となりました。 

 以上の結果、物流事業全体の営業収益は315億8千7百万円（前年同期比0.8％増）となりましたが、当第１四半

期に稼働した新規施設に係る一時税金や減価償却費の発生等により、営業利益は13億6千3百万円（前年同期比

20.5％減）となりました。 

 ②不動産事業 

 不動産事業では、平成19年１月に稼働した大阪市西区の賃貸マンションの寄与等はありましたが、不動産販売

収入の減少等により、営業収益は25億3千5百万円（前年同期比2.6％減）となりました。一方、営業利益は減価

償却費等の間接費用が減少したため、15億3千8百万円（前年同期比8.5％増）となりました。 

 （注）１．上記の事業の種類別セグメントの営業収益には、セグメント間の内部営業収益2千4百万円（前年同期9千7

百万円）を含んでおります。 

２．上記の事業の種類別セグメントの営業利益は、配賦不能営業費用10億6千9百万円（前年同期9億2千6百万

円）控除前の利益であります。 

３．当第１四半期連結会計期間から、事業の実態をより適切に開示するため、一部の連結子会社において「倉

庫収入」に含めていた物流施設の賃貸業務に係る収入を「陸上運送ほか収入」に、また、「倉庫収入」及

び「陸上運送ほか収入」に含めていた国際輸送に係る収入を「国際輸送収入」に振替えることとし、上記

の前年同期比は、前第１四半期連結会計期間の数値もこれに合わせて組み替えたものと比較して記載して

おります。 

  

事業の種類別セグメント毎の営業収益内訳 

内訳 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

前第１四半期連結会計期間
（自 平成19年４月１日  
至 平成19年６月30日）

前年同期比増減 

増減額   比率％ 

物流事業 31,587百万円 31,340百万円 247百万円 0.8 

（倉庫収入） (4,881) (4,726) (155) (3.3) 

（港湾運送収入） (9,639) (9,209) (430) (4.7) 

（国際輸送収入） (7,343) (7,885) (△542) (△6.9) 

（陸上運送ほか収入） (9,722) (9,518) (204) (2.1) 

不動産事業 2,535 2,603 △68 △2.6 

（不動産事業収入） (2,535) (2,603) (△68) (△2.6) 

計 34,122 33,944 178 0.5 

セグメント間内部営業収益 △24 △97 72 74.4 

純営業収益 34,097 33,847 250 0.7 



  所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①日本 

 国内では、前連結会計年度に稼働した新規施設の寄与等により、営業収益は312億9千7百万円（前年同期比

1.9％増）となりましたが、当第１四半期に稼働した新規施設に係る一時税金や減価償却費の発生等により、営

業利益は26億9千6百万円（前年同期比8.3％減）となりました。 

 ②その他の地域 

 その他の地域では、東南アジア等の取扱減少により、営業収益は42億9千8百万円（前年同期比3.4％減）とな

りましたが、一部の海外連結子会社の統合に伴う営業原価の削減等により、営業利益は2億5百万円（前年同期比

6.4％増）となりました。 

 （注）１．上記の所在地別セグメントの営業収益には、セグメント間の内部営業収益14億9千8百万円（前年同期13億

2千2百万円）を含んでおります。 

２．上記の所在地別セグメントの営業利益は、配賦不能営業費用10億6千9百万円（前年同期9億2千6百万円）

控除前の利益であります。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

（１）資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、資産合計は、株式相場の上昇に伴い「投資有価証

券」が増加したこと等により、前連結会計年度末比4.3％増の2,506億8千1百万円となりました。 

 負債合計は、法人税等の支払に伴い「未払法人税等」が減少しましたが、設備投資のための「長期借入金」の

増加やその他有価証券評価差額に係る「繰延税金負債」の増加等により、前連結会計年度比6.8％増の1,234億9

千8百万円となりました。 

 純資産合計は、取締役会決議の基づく「自己株式」の取得により「株主資本」が減少しましたが、株式相場の

上昇に伴う「その他有価証券評価差額金」の増加等により、前連結会計年度比2.0％増の1,271億8千3百万円とな

りました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 ① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益及び減価償却による内部資金の留保等に

より11億4千8百万円の収入となり、前年同期（3億5千6百万円の収入）に比べ7億9千2百万円の収入増となりま

した。 

 ② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により45億2千万円の支出となり、前年同期

（12億4千8百万円の支出）に比べ32億7千1百万円の支出増となりました。 

 ③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入等により41億4千4百万円の収入となり、前年同期（12億6

百万円の支出）に比べ53億5千万円の収入増となりました。 

 当第１四半期連結会計期間の連結キャッシュ・フローは、以上の結果に現金及び現金同等物に係る換算差額を

加えた結果、3億5千8百万円の増加となり、現金及び現金同等物の四半期末残高は、120億7千6百万円となりまし

た。 



３．連結業績予想に関する定性的情報 

 今後の経済情勢につきましては、世界経済の減速懸念、原油・素材価格の高騰等により、先行きは不透明な状

況となっており、倉庫・港運等物流業界においては、引き続き厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

 このような状況のなかで、一部の連結子会社における倉庫収入等の伸び悩み、燃料価格高騰等に伴う営業原価

の増加が見込まれるため、平成20年5月12日に公表しました連結業績予想を下記のとおり修正しております。 

 平成21年3月期 通期                            （単位：百万円） 

 平成21年3月期 第２四半期連結累計期間                   （単位：百万円） 

 （参考） 

 個別業績予想につきましては、現時点では概ね計画通りに推移していることから、平成20年5月12日に公表しま

した数値を据え置いております。 

４．その他 

（１）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（簡便な会計処理） 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと見込ま

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

② 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

税金費用の計算 

 一部の連結子会社においては、税金費用の計算にあたり、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算し、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。 

（２）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 四半期財務諸表に関する会計基準の適用 

  当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回公表予想（Ａ) 

（平成20年５月12日） 
139,000 8,300 8,600 4,700 

今回修正予想（Ｂ） 138,000 8,000 8,300 4,500 

増減額（Ｂ－Ａ） △1,000 △300 △300 △200 

増減率（％） △0.7 △3.6 △3.5 △4.3 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回公表予想（Ａ) 

（平成20年５月12日） 
69,000 3,900 4,300 2,300 

今回修正予想（Ｂ） 68,500 3,700 4,100 2,200 

増減額（Ｂ－Ａ） △500 △200 △200 △100 

増減率（％） △0.7 △5.1 △4.7 △4.3 



② 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

 棚卸資産 

 通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりました

が、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 これによる損益への影響は軽微であります。 

③ 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18

年５月17日）を当第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

 これによる損益への影響は軽微であります。 

④ リース取引に関する会計基準等の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正）が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこ

とに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によ

っております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法ついては、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 これによる損益への影響は軽微であります。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,182 12,916

受取手形及び売掛金 17,751 18,042

有価証券 59 59

販売用不動産 252 283

仕掛販売用不動産 3 2

仕掛品 73 －

繰延税金資産 773 995

その他 3,842 3,373

貸倒引当金 △91 △109

流動資産合計 35,847 35,563

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 69,319 64,478

機械装置及び運搬具（純額） 4,773 3,378

工具、器具及び備品（純額） 678 659

土地 46,392 46,067

リース資産（純額） 8 －

建設仮勘定 1,923 7,379

有形固定資産合計 123,094 121,964

無形固定資産   

のれん 2,666 2,747

借地権 3,540 3,575

ソフトウエア 856 338

その他 2,054 2,440

無形固定資産合計 9,118 9,102

投資その他の資産   

投資有価証券 75,136 66,436

長期貸付金 797 598

繰延税金資産 133 205

その他 6,796 6,791

貸倒引当金 △243 △268

投資その他の資産合計 82,621 73,762

固定資産合計 214,833 204,828

資産合計 250,681 240,392



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 10,002 10,210

短期借入金 11,186 10,741

1年内償還予定の社債 450 450

未払法人税等 764 2,300

賞与引当金 1,033 1,512

その他 5,868 6,640

流動負債合計 29,304 31,855

固定負債   

長期借入金 54,623 47,745

繰延税金負債 21,610 18,206

退職給付引当金 3,361 3,305

役員退職慰労引当金 72 85

長期預り金 13,651 13,556

その他 874 923

固定負債合計 94,193 83,824

負債合計 123,498 115,679

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,822 21,822

資本剰余金 19,178 19,178

利益剰余金 62,734 62,179

自己株式 △5,400 △3,114

株主資本合計 98,336 100,067

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 25,034 19,998

繰延ヘッジ損益 84 24

為替換算調整勘定 △560 352

評価・換算差額等合計 24,558 20,375

新株予約権 51 51

少数株主持分 4,236 4,217

純資産合計 127,183 124,712

負債純資産合計 250,681 240,392



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業収益  

倉庫収入 4,881

港湾運送収入 9,639

国際輸送収入 7,343

陸上運送収入 6,991

物流施設賃貸収入 1,344

不動産賃貸収入 2,466

その他 1,431

営業収益合計 34,097

営業原価  

作業諸費 20,302

人件費 4,118

賃借料 1,996

租税公課 718

減価償却費 1,391

その他 1,866

営業原価合計 30,393

営業総利益 3,703

販売費及び一般管理費  

給料手当及び福利費 937

賞与引当金繰入額 192

退職給付費用 60

のれん償却額 81

その他 598

販売費及び一般管理費合計 1,870

営業利益 1,833

営業外収益  

受取利息及び配当金 736

持分法による投資利益 47

その他 45

営業外収益合計 829

営業外費用  

支払利息 215

その他 50

営業外費用合計 265

経常利益 2,396

特別損失  

投資有価証券評価損 41

特別損失合計 41

税金等調整前四半期純利益 2,355

法人税、住民税及び事業税 630

法人税等調整額 168

法人税等合計 799

少数株主利益 60

四半期純利益 1,496



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,355

減価償却費 1,464

のれん償却額 81

引当金の増減額（△は減少） △310

受取利息及び受取配当金 △736

支払利息 215

持分法による投資損益（△は益） △47

投資有価証券評価損益（△は益） 41

売上債権の増減額（△は増加） 15

仕入債務の増減額（△は減少） △88

その他 △62

小計 2,927

利息及び配当金の受取額 736

利息の支払額 △328

法人税等の支払額 △2,186

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,148

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △205

定期預金の払戻による収入 268

有形固定資産の取得による支出 △3,747

有形固定資産の売却による収入 9

無形固定資産の取得による支出 △551

投資有価証券の取得による支出 △21

貸付けによる支出 △258

貸付金の回収による収入 17

その他 △30

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,520

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 2,035

短期借入金の返済による支出 △1,510

長期借入れによる収入 7,400

長期借入金の返済による支出 △572

自己株式の取得による支出 △2,286

配当金の支払額 △894

その他 △27

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,144

現金及び現金同等物に係る換算差額 △414

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 358

現金及び現金同等物の期首残高 11,718

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,076



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法は、当社及び連結子会社が経営管理上採用している区分によっており、各区分に属する主要

な業務は次のとおりである。 

物流事業…………倉庫、港湾運送、国際輸送、陸上運送等の各業務 

不動産事業………事務所及び土地等の賃貸、管理業務 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、当社及び一部の連結子会社の総務部門、

経理部門、情報システム部門等に係る費用であり、その金額は1,069百万円である。 
  

ｂ．所在地別セグメント情報 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、主な国又は地域のそれぞれの属する営業収益及び資産の金額が少額のため、その他の

地域で一括して記載している。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域・・・アジア、ヨーロッパ、北米 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、当社及び一部の連結子会社の総務部門、

経理部門、情報システム部門等に係る費用であり、その金額は1,069百万円である。 
  

ｃ．海外営業収益 

 当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、記載を省略している。  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 当社は、平成20年５月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、当第１四半期連結会計期間に2,283百万円

（4,300,000株）の自己株式を取得しました。この結果、当第１四半期連結会計期間末において、自己株式は

5,400百万円となっております。 

  
物流事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

計 

 （百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

①外部顧客に対する営業収益 31,587 2,510 34,097 － 34,097 

②セグメント間の内部営業収益 

又は振替高 
－ 24 24 (24) － 

計 31,587 2,535 34,122 (24) 34,097 

営業利益 1,363 1,538 2,902 (1,069) 1,833 

 
日本 

 （百万円） 

その他の地域 

 （百万円） 

計 

 （百万円） 

消去又は全社 

 （百万円） 

連結 

 （百万円） 

 営業収益          

①外部顧客に対する営業収益 31,035 3,061 34,097 － 34,097 

②セグメント間の内部営業収益

又は振替高 
262 1,236 1,498 (1,498) － 

計 31,297 4,298 35,596 (1,498) 34,097 

 営業利益 2,696 205 2,902 (1,069) 1,833 



「参考資料」 

 前第１四半期に係る財務諸表等 

  （１）（要約）四半期連結損益計算書 

科目 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年６月30日） 

金額（百万円） 

Ⅰ 営業収益   

 １．倉庫業収益 5,073 

 ２．港湾運送業収益 9,209 

 ３．国際輸送業収益 7,756 

 ４．陸上運送業収益 7,028 

 ５．不動産賃貸業収益 3,534 

 ６．その他 1,244 

   営業収益合計 33,847 

Ⅱ 営業原価   

 １．作業諸費 20,405 

 ２．賃借料 1,711 

 ３．租税公課 486 

 ４．減価償却費 1,297 

 ５．給与 4,093 

 ６．その他 1,903 

  営業原価合計 29,899 

営業総利益 3,947 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,740 

営業利益 2,206 

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息及び配当金 660 

２．持分法における投資利益 56 

３．その他 104 

 営業外収益合計 821 

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 171 

２．その他 63 

 営業外費用合計 234 

経常利益 2,793 

Ⅵ 特別利益   

投資有価証券売却益 196 

税金等調整前四半期純利益 2,989 

法人税等 1,103 

少数株主利益 117 

四半期純利益 1,768 



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,989 

減価償却費 1,343 

引当金の減少額 △442 

受取利息及び受取配当金 △660 

支払利息 171 

投資有価証券売却益 △196 

売上債権の増加額 △643 

仕入債務の増加額 184 

その他 △631 

小計 2,113 

利息及び配当金の受取額 662 

利息の支払額 △224 

法人税等の支払額 △2,194 

営業活動によるキャッシュ・フロー 356 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △85 

定期預金の払戻による収入 40 

有形固定資産の取得による支出 △486 

無形固定資産の取得による支出 △349 

投資有価証券の取得による支出 △124 

投資有価証券の売却による収入 231 

貸付による支出 △2 

貸付金の回収による収入 17 

その他 △488 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,248 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入による収入 1,179 

短期借入金の返済による支出 △1,063 

長期借入による収入 500 

長期借入金の返済による支出 △874 

配当金の支払額 △926 

その他 △20 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,206 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △2,097 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 13,977 

Ⅶ 連結子会社増加に伴う現金及び現金
同等物の増加額 165 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 12,045 



（３）セグメント情報 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前第１四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法は、当社及び連結子会社が経営管理上採用している区分によっており、各区分に属する主要

な業務は次のとおりである。 

物流事業…………倉庫、港湾運送、国際輸送、陸上運送等の各業務 

不動産事業………事務所及び土地等の賃貸、管理業務 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は926百万円であり、その主なもの

は、当社及び一部の連結子会社の総務部門、経理部門、情報システム部門等に係る費用である。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報 

前第１四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、主な国又は地域のそれぞれの属する営業収益及び資産の金額が少額のため、その他の

地域で一括して記載している。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域・・・アジア、ヨーロッパ、北米 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は926百万円であり、その主なもの

は、当社及び一部の連結子会社の総務部門、経理部門、情報システム部門等に係る費用である。 

  

ｃ．海外営業収益 

前第１四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年６月30日） 

海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、記載を省略している。  

  
物流事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

計 

 （百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

①外部顧客に対する営業収益 31,339 2,507 33,847 － 33,847 

②セグメント間の内部営業収益 

又は振替高 
0 96 97 (97) － 

計 31,340 2,603 33,944 (97) 33,847 

営業費用  29,625 1,185 30,811 829 31,640 

営業利益 1,714 1,418 3,132 (926) 2,206 

 
日本 

 （百万円） 

その他の地域 

 （百万円） 

計 

 （百万円） 

消去又は全社 

 （百万円） 

連結 

 （百万円） 

 営業収益          

①外部顧客に対する営業収益 30,533 3,313 33,847 － 33,847 

②セグメント間の内部営業収益

又は振替高 
186 1,136 1,322 (1,322) － 

計 30,719 4,450 35,169 (1,322) 33,847 

 営業費用 27,779 4,257 32,036 (396) 31,640 

 営業利益 2,940 192 3,132 (926) 2,206 
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